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バルーチャウン水力発電所への政府開発援助（ODA）に関する要請 

 

 ビルマ（ミャンマー）のバルーチャウン第 2 水力発電所について、日本政府が政府開発援助（ODA）

の供与の再開を検討しているとされています。私たちは、下記の理由で、本事業の支援には強い懸念を

有しており、ODA 供与の再開を容認できません。 

 

１．背景 

 

ビルマの「民主化」の進捗状況 

 2011 年 3 月に発足した新政府を率いるテインセイン大統領が、民主化運動指導者アウンサンスー

チー氏との直接対話に乗り出し、氏が率いる国民民主連盟（NLD）の補選への参加を可能にしたこ

と、また多数の政治囚を解放したことなどは評価できます。しかし現時点では、こうした自由化の

大半分は運用上の裁量による動きであり、法その他の制度の民主化に基づいた改革とはいえません。

憲法はむしろ「国軍による新しい形の支配」を保障しており、国軍が実質的な支配権を握るという

構図は軍事政権時代と変わっていません1。 

 

紛争地域にあるバルーチャウン水力発電所 

 バルーチャウン第 1・第 2 水力発電所（以下、「発電所」）は、ビルマ東部シャン州にある、観

光地としても有名なインレー湖を水源としています。インレー湖から流れ出るバルー川は、下流で

カヤー州に入る手前の地点で、発電所に水を送るために造られたモービエダムによって堰き止めら

れています。このためダムの貯水池はシャン州内にあります。発電所はダムからさらに下流のカヤ

ー州内にありますが、そこからビルマの最大都市ヤンゴンに電気を送る送電線は、発電所から西に

向かい、カレン州北部を横切ってから南下しヤンゴンに至ります。 

 

 このように発電所の貯水池や関連施設はシャン州南部、カヤー州、カレン州という 3 つの州に存

在しています。ビルマ南東部のこの地域では、同国独立当時から、複数の少数民族武装勢力が自治

権などを求めて武装闘争を続けてきました。これらの勢力を掃討するためビルマ国軍はきわめて残

虐な「四断作戦」をとり2、1996 年から 2011 年までに 3,700 の村落を破壊したと推定されています3。

さらに、戦禍を逃れるために住んでいた村落を離れざるをえず、国内避難民（IDP）となった人が

約 45 万人おり、そのうちの一部は国境を越えてタイに入り、難民キャンプなどに暮らしています4。

2010 年から日本が第三国定住制度で受け入れを始めたカレン難民も、この地域から来た人たちです。

発電所本体があるカヤー州の状況は特に悪く、推定 20～30 万とされる州の人口のうち、約 3 割に

あたる約 9万が国内避難民となっています5。 

 

                                                           
1
 例えば次を参照。根本敬（上智大学外国部学部教授）「ビルマ新政府の『民主化』はどこまで本物か？」

（岩波書店『世界』1 月号）。 
2
  武装勢力への食料・資金・情報・新兵の供給を断つため、武装勢力の支援基盤だと国軍が疑う民間人の村

落を攻撃すること。 
3
 Thailand Burma Border Consortium (TBBC), Displacement and Poverty in South East Burma/Myanmar, October 2011. 

4
 同上。また TBBC によれば 2012 年 1 月現在、タイのビルマ難民キャンプの人口は約 14 万。 

5
 Burma Issues, Living Ghosts: The spiraling repression of the Karenni population under the Burmese military junta 

(Burma Issues/Peace Way Foundation, March 2008). 
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 発電所は日本の戦後賠償で建設され、1960 年に第一段階が完成しました。ビルマで初の大型水力

発電所で、その後も二度の円借款で能力増強が行われ、今でも国内の主要電力供給源の一つとして

最大都市ヤンゴンと第二の都市マンダレーに電気を送っています。しかしそうした「成功」の陰に

は、発電所や送電線周辺の住民の多大な犠牲があります。発電所建設当時、住民 1 万人以上が強制

移転させられ、大半は補償を受けませんでした6。また第一段階が完成した 1960 年以降、ビルマ国

軍が発電所周辺に駐留する兵員を大幅に拡大したため、国軍兵士による労働の強制や残虐行為が頻

繁に起きるようになります7。さらに、国軍は少数民族武装勢力による破壊行為を警戒し、発電所

及び一部の送電線鉄塔の基部の周辺に多数の対人地雷を埋設しました。そうした地雷を踏んでしま

った住民や家畜が死傷する事故が頻繁に起きているという情報があります8。 

 

 日本政府は、発電所周辺が現在も、戦闘こそ頻繁には起きないものの、武装勢力が活動する紛争

地域であることを明確に認識するべきでしょう。2012 年 3 月現在、発電所周辺に勢力を持つ武装勢

力「カレンニー民族進歩党（KNPP）」が政府と停戦交渉に入っているとの情報があります。しか

し両者が停戦合意に至ったとしても、民族自決権問題など紛争の根本原因の解決に向けた取り組み

が始まるまで、カヤー州に真の平和は訪れず、発電所周辺の情勢も安定しないでしょう。 

 

２．要請 

 

 上記の理由により、私たちは日本政府に、バルーチャウン発電所補修工事への政府開発援助（ODA）

再開はいったん白紙に戻し、次のような手続きを踏むことを要請いたします。 

 

 2002 年の交換公文に基づく無償資金協力による発電所補修工事について、既に完了してい

る第一期の報告書を公表すること。 

 

 バルーチャウン発電所周辺地域及び送電線が通る地域の現状、特に武力紛争の影響としての

人権侵害や対人地雷による被害状況を公正な方法で調査し、調査結果を公表すること9。 

 

 発電所補修工事について交換公文が締結された 2002 年からの 10 年間で、ビルマでは首都が

移転し、新たな大型水力発電所が稼働を開始するなど、電力需要と供給状況が大きく変わっ

た。各発電所および水源や送電線の状態などを含めたビルマの電力供給網全体の中で、日本

政府がバルーチャウン発電所の補修を行う必然性や意義を調査し公表すること。 

 

 日本政府がバルーチャウン発電所周辺のような紛争地域で ODA の実施を検討する際、環

境・社会的悪影響を防ぐため、紛争地域に特有の事情をふまえてどのような規準や注意点を

設けているかを公表すること。 

 

                                                           
6
 カレンニー開発調査グループ「ビルマ軍政下のダム開発～カレンニーの教訓、バルーチャウンからサルウィ

ンへ」（2006 年、日本語訳 2009 年）pp.30-32。 
7
 同上、pp.32-37。 

8
 同上、pp.38-39。また、メコン・ウォッチが 2006 年にタイの難民キャンプで行った聞き取り調査では

「［1994 年までに］毎月のように水牛や牛が鉄塔の周りに埋められた地雷を踏んで死んだ。…甥と義理の兄

弟が、鉄塔のそばの地雷を踏んでそれぞれ片脚をなくした」など、地雷による被害に関する証言が複数得ら

れた。 
9
 現地の環境団体等も日本政府に人権問題の調査を求めている。ビルマ河川ネットワーク及びカレンニー開発

調査グループ「日本はバルーチャウン水力発電所に関連した人権侵害を調査するべき――新たな援助を検討

する前に」（プレスリリース、2011 年 11 月 2 日）。 
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【添付資料】 

ビルマ河川ネットワーク及びカレンニー開発調査グループ「日本はバルーチャウン水力発電所に関連し

た人権侵害を調査するべき 新たな援助を検討する前に」（プレスリリース、2011 年 11 月 2 日） 

 

【コピー送付先】国際協力機構 理事長 緒方 貞子 殿 

 

【本件に関する連絡先】 

メコン・ウォッチ（担当：秋元由紀・満田夏花） 

電話：03-3832-5034 ファクス：03-3832-5039 

 



4 

 

【添付資料】 

日本はバルーチャウン水力発電所に関連した人権侵害を調査するべき 

―新たな援助を検討する前に 

 

ビルマ河川ネットワーク（BRN） 

カレンニー開発調査グループ（KDRG） 

 

プレスリリース 

2011 年 11 月 2 日 

 

 ビルマ河川ネットワーク（BRN）及びカレンニー開発調査グループ（KDRG）は、ビルマ国内でダム

によって影響を受ける住民を代表する団体である。両団体は日本政府に対し、ローピタ（バルーチャウ

ン）第二水力発電所への新たな支援を検討するよりも先に、同発電所に関連する人権侵害の状況を調査

するよう求める。同発電所は、第二次大戦後に日本の戦後補償によって建設された。 

 

 2011 年 10 月 21 日、日本外務省はローピタ第二発電所の改修のために政府開発援助（ODA）を行うこ

とを検討していると発表した。ビルマ政府が民主化に向けて前進していると日本政府が評価したことを

受けてのことだった。 

 

 ローピタ水力発電所の建設時には 1 万 2,000 人以上が強制的に移住させられた。数千人のビルマ国軍

兵士が建設工事の警備をしに地域に入り、周辺住民は強制労働、性暴力、超法規的処刑などの残虐行為

を受けた。水も、水力発電所に優先的に回されたため、周辺住民は水不足に直面。ダムの放流によって

作物が台無しになったこともあった。今日、発電所や送電塔の周辺には約 1 万 8,000 個の地雷が埋設さ

れていると推定されている。水力発電所のためにこうした多大な犠牲を払っているにもかかわらず、発

電所が生産する電力の大半はビルマ中央部に送られるため、周辺住民の 80 パーセントは電気のない生

活を送る。 

 

 2011 年 9 月には豪雤があり、ビルマ国軍はローピタ水力発電所用の貯水ダムから警告なしに水を放流

した。このため下流の複数の郡で洪水により大きな被害が出て、水力発電所の管理のまずさが露呈した。 

カレンニー開発調査グループのクートーレー氏はこう述べる。「今日も、ローピタ水力発電所は地雷に

囲まれており、周辺住民は送電線の見張りを強制されている。日本政府は国軍が支配するビルマ政府へ

の援助を検討するよりも先に、発電所周辺で続いている人権侵害を調査するべきだ」 

 

 ビルマで内戦や人権侵害が続いているにもかかわらず、日本を始めとして複数の国が、ビルマへの投

資や援助の再開を検討している。少数民族住民が政治的権利を求めて闘争を続けるシャン州、カチン州、

カレンニー州、そしてカレン州で、水力ダム建設プロジェクトの近くで武力紛争が起きている。 

ビルマ河川ネットワークのサイサイ氏はこう述べる。「今は、ビルマへの大規模な投資をするべきとき

ではない。ビルマでの水力開発事業は周辺住民に恩恵をもたらすどころか、人権侵害を引き起こしてい

る」 

 

連絡先:  

Mr. Sai Sai +66 88 4154386 

Mr. Thaw Reh +66 98 356128 

Ms. Eh Lily + 66 8 1 366 0621 

 

（出典：Burma Rivers Network and Karenni Development Research Group, “Japan should investigate abuses at 

Burma hydropower project before considering new support,” November 2, 2011.） 

 

（日本語訳 メコン・ウォッチ） 


